
宇治市防犯カメラ設置事業補助金交付要項  

 

（趣旨）  

第１条 この要項は、街頭での高齢者や子どもの見守り、犯罪抑止

、体感治安の向上を目的とし、町内会・自治会等を対象とした防

犯カメラの設置に係る補助金（以下「補助金」という。）の交付

に関し、宇治市補助金等交付規則に定めるもののほか、必要な事

項を定めることとする。  

 

（補助金の交付対象）  

第２条 補助金の対象者は、地縁に基づいて形成された町内会・自

治会等の団体で、規約や代表者を決めている団体（以下「町内会

等」という。）とする。  

 

（補助対象経費）  

第３条 補助の対象となる経費は、防犯カメラの設置に要する経費

のうち、次に掲げる経費とする。  

⑴ カメラ、録画装置、中継器その他の防犯カメラを構成する機

器の購入に係る経費  

⑵ ケーブル、設置を示すプレートその他の防犯カメラ設置に必

要な工事費を含む経費  

２ 補助の対象とする防犯カメラは、１町内会等につき２台までと

する。  

 

（補助金の額）  

第４条 補助金の額は、前条に定める補助対象経費のうち、補助対

象経費に２分の１を乗じて得た額（１，０００円未満の端数が生

じたときは、これを切り捨てる）とし、防犯カメラ１台につき、

１００，０００円を上限とする。  

２ この要項による補助金の交付は、毎年度予算の範囲内において



行う。  

 

（補助要件）  

第５条 補助の対象となる防犯カメラの要件は、次のとおりとする

。  

⑴ 交付申請時に設置されていないこと。  

⑵ 各年度の３月３１日までに、宇治市内に設置されること。  

⑶ 高齢者や子どもの見守り、犯罪（不法投棄を除く）の抑止、

体感治安の向上のため特定の場所に継続的に設置されるカメ

ラであって、昼夜を通して録画を行うこと。  

⑷ 道路、公園、その他不特定多数の者が利用する場所を中心に

撮影（撮影する画像面積の概ね２分の１以上）すること。  

⑸ 防犯カメラの設置場所に、設置者の名称及び防犯カメラが設

置されている旨を明確かつ適切な方法で表示すること。  

⑹ 管理等のために一時的に画像を確認する目的以外において、

画像の閲覧ができないようにすること。  

２ 補助の交付を受ける町内会等は、防犯カメラを設置するまでに

、当該各号に定める要件を満たさなければならない。  

⑴ 京都府が定める「防犯カメラの管理・運用に関するガイドラ

イン」に基づき、管理運用規程を定めること。  

⑵ 防犯カメラを設置することについて、当該設置場所の所有者

（所有者以外に当該設置場所を使用する権利を有する者がい

る場合にあっては、当該権利を有するものを含む。）の同意

を得ること。  

⑶ 防犯カメラを設置することについて、道路法その他の法令に

基づく許可等が必要な場合は、当該許可等を受けること。  

３ 暴力団員及び暴力団密接関係者が役員である町内会等は、補助

金の申請をすることができない。  

４ 同一の事業について、他の補助制度等により補助を受けようと

している町内会等又は補助を受けている町内会等は、この要項に



基づく補助金の交付を申請することができない。  

 

（交付の申請）  

第６条 補助金の交付を受けようとする町内会等は、補助金等交付

申請書（第１号様式）によって、別に定める期間に、当該各号に

掲げる書類を添えて提出しなければならない。  

⑴ 事業実施計画書（第１号‐２様式）  

⑵ 収支予算書（見積書等を添付すること）  

⑶ 複数事業者から事業提案を受けたことを証する書類（複数事

業者からの見積書など）  

⑷ 防犯カメラの仕様が分かる資料（仕様書、カタログなど）  

⑸ 配置図（防犯カメラの設置場所が分かる図面）  

⑹ 付近見取図（内容が分かれば、 (5) と (6) の兼用も可）  

⑺ 防犯カメラの設置場所の現況写真  

⑻ 町内会等の規約及び役員名簿  

⑼ 議事録の写しなど、防犯カメラを設置することを町内会等と

して決定したことを証する書類  

⑽ その他別に定める書類  

２ 補助金の交付を受けようとする町内会等は、前項の規定による  

申請に当たり、事前協議書（第２号様式）により事前協議を行い

、必要な指導を受けなければならない。  

 

（交付の決定等）  

第７条 市長は、第６条の規定により補助金の交付申請があったと

きは、当該書類等の審査及び必要に応じて行う実地調査等により

、補助金を交付すべきと認めたときは、交付の決定をし、補助金

等交付決定通知書（第３号様式）により交付申請者に通知するも

のとする。  

２ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、補助金の交付

の目的を達成するため必要があると認めるときは、条件を付する



ことができる。  

 

（事業の変更等）  

第８条 補助の決定を受けた町内会等で、当該事業を変更又は廃止

しようとするときは、事業計画変更承認申請書（第４号様式）を

提出し、承認を受けなければならない。  

２ 前項の規定による補助金変更申請があった場合は、市長は決定

の内容を変更し、事業計画変更承認書（第５号様式）により、町

内会等に通知するものとする。  

 

（事業の終了報告及び交付の請求）  

第９条 補助の決定を受けた町内会等は、当該事業が完了したとき

は、速やかに事業終了報告書（様式第６号）及び補助金等交付請

求書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて提出しなければな

らない。  

⑴ 防犯カメラの設置に係る領収書、その他事業者に支払いした

ことを証する書類  

⑵ 防犯カメラを設置する事業に関する決算書及び事業総額、経

費の内訳が分かる請求書等の写し  

⑶ 防犯カメラ設置後の現況写真（カメラ、録画装置及びプレー

トなど）  

⑷ 撮影された画像  

⑸ 防犯カメラの管理規程  

 

（補助金の額の確定）  

第１０条 市長は、前条の規定による事業終了報告書及び交付請求

書の提出があった場合は、当該報告にかかる書類の審査及び必要

に応じて行う実地調査等により、その報告にかかる補助事業の成

果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると

認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金等確定通



知書（様式第８号）により町内会等に通知し、補助金を交付する

。  

 

（維持管理）  

第１１条 町内会等は、防犯カメラの設置を完了した日から起算し

て少なくとも５年間は、当該防犯カメラを適切に管理しなければ

ならない。  

２ 防犯カメラの維持管理に要する経費は、町内会等の負担とする

。  

 

 （補助金の交付取消等）  

第１２条 補助金の交付を受けようとする町内会等が、次の各号の

いずれかに該当する場合には、市長は、補助金の交付決定若しく

は確定を取消し、又は変更することができる。  

⑴ 本要項に違反したとき。  

⑵ 補助金を目的外に使用したとき、不当に使用したと認められる

とき、又は使用しなかったとき。  

⑶ 補助金の交付に付した条件に違反したとき。  

⑷ 補助金の経理状況が不適正と認められるとき。  

 

（補助金の返還）  

第１３条 市長は、前条の規定により、補助金の交付の取消等を行

った場合において、すでに補助金が交付されているときは、期限

を定めてその返還を命ずることができる。  

 

（その他）  

第１４条 この要項に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に

定める。  

 

 



 

   附 則  

 この要項は、平成３０年４月１日から施行する。  

 

   附 則（平成３１年４月１日改正）  

 この要項は、平成３１年４月１日から施行する。  

 

附 則（令和４年２月１日改正）  

 この要項は、令和４年２月１日から施行する。  

 

附 則（令和６年４月１日改正）  

 この要項は、令和６年４月１日から施行する。  


